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(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第40期から第43期までは潜在株式が存在しないた

め、第44期については１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．第42期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

４. 第44期の自己資本利益率、株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 

営業収益 （百万円）  15,493  16,740  17,770  18,995  18,516

経常利益 （百万円）  1,229  1,214  1,132  1,127  852

当期純利益又は当期純

損失（△） 
（百万円）  699  682  280  522  △615

純資産額 （百万円）  9,253  9,791  9,919  10,477  9,578

総資産額 （百万円）  21,602  21,967  21,786  23,404  22,022

１株当たり純資産額 （円）  1,238.80  1,310.97  1,323.39  1,378.64  1,267.36

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△） 

（円）  93.09  90.26  37.54  70.05  △82.46

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率 （％）  42.8  44.6  45.3  44.0  42.9

自己資本利益率 （％）  7.8  7.2  2.8  5.2  －

株価収益率 （倍）  9.2  13.2  26.1  11.9  －

営業活動による    

キャッシュ・フロー 
（百万円）  1,452  1,611  427  1,825  1,035

投資活動による    

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △495  △501  △730  △2,489  △837

財務活動による    

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △987  △1,037  243  568  △26

現金及び現金同等物の

期末残高 
（百万円）  677  780  725  802  941

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

 (人） 
 

（  176）

588  

（  187）

602  

（  201）

639  

（  419）

758  

（ 205) 

1,046
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第40期から第43期までは潜在株式が存在しないた

め、第44期については１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．第40期の１株当たり配当額には、創立40周年記念配当３円を含んでおります。 

４．第42期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

５. 第44期の自己資本利益率、株価収益率、配当性向については、当期純損失を計上しているため記載しており

ません。  

  

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 

営業収益 （百万円）  14,080  14,869  15,599  15,935  14,835

経常利益 （百万円）  1,185  1,112  988  952  692

当期純利益又は当期純

損失（△） 
（百万円）  670  622  208  435  △689

資本金 （百万円）  1,284  1,284  1,284  1,284  1,284

発行済株式総数  （株）  7,546,000  7,546,000  7,546,000  7,546,000  7,546,000

純資産額 （百万円）  9,154  9,634  9,652  9,962  9,073

総資産額 （百万円）  20,613  20,805  20,580  21,867  20,438

１株当たり純資産額 （円）  1,226.85  1,291.15  1,293.64  1,335.16  1,216.09

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 
 

（  6.50) 

16.00  

（  8.00) 

16.00  

（  8.00) 

16.00  

（  8.00) 

16.00  

（   8.00）

16.00

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△） 

（円）  89.18  82.16  27.92  58.40  △92.41

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率 （％）  44.4  46.3  46.9  45.6  44.4

自己資本利益率 （％）  7.6  6.6  2.2  4.4  －

株価収益率 （倍）  9.6  14.5  35.1  14.3  －

配当性向 （％）  17.9  19.5  57.3  27.4  －

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
 

（  159）

508  

（  164）

517  

（  176）

548  

（  186）

590  

（  192）

598
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２【沿革】

昭和40年８月 静岡県袋井市に遠州トラック株式会社を設立、貨物自動車運送事業を開始 

昭和46年１月 静岡県袋井市に不動産事業進出を目的として豊田不動産株式会社を設立 

昭和54年５月 倉庫業認可取得、倉庫事業を開始 

昭和56年11月 静岡県袋井市に産業廃棄物処理事業を目的として株式会社タウンサービスを設立 

昭和57年２月 静岡県袋井市に流通加工業務の確立を目的として株式会社藤友物流サービスを設立（現 連結子会

社）（現 浜松市へ本店移転） 

昭和57年４月 静岡県西部地域での業務拡充を目的として浜松西部事業所（現 浜松営業所）を開設 

昭和57年４月 関東地域の営業基盤の確立を目的として春日部事業所（現 春日部営業所）を開設 

昭和57年９月 自動車運送取扱事業登録、運送取扱業務を開始 

昭和63年６月 静岡県浜松市に車輌整備を目的として浜松整備株式会社を設立 

平成元年３月 静岡県浜松市に遠州トラック浜松株式会社を設立 

平成元年３月 埼玉県春日部市に遠州トラック関東株式会社を設立 

平成４年４月 子会社５社（豊田不動産株式会社、株式会社タウンサービス、浜松整備株式会社、遠州トラック浜

松株式会社、遠州トラック関東株式会社）を吸収合併 

平成４年４月 静岡県袋井市に不動産営業所を開設、不動産事業を開始 

平成６年２月 中国上海市に上海遠州出口商品整理服務有限公司を設立 

平成６年10月 東京都中央区に東京事務所を開設 

平成７年４月 日本証券業協会に店頭売買有価証券として登録 

平成７年４月 上海遠州出口商品整理服務有限公司を解散し、上海遠州物流有限公司を設立（現 連結子会社） 

平成９年５月 中国青島市に青島遠州国際物流有限公司を設立（現 非連結子会社） 

平成９年９月 神奈川県横浜市に横浜事業所（現 横浜営業所）を開設 

平成12年11月 株式会社藤友物流サービスが追加出資し中国北京市の北京外紅国際物流有限公司を関連会社として

系列化する 

平成12年12月 本社倉庫事業において、国際標準化機構制定品質システム規格「ＩＳＯ9002」の認証取得 

平成13年１月 中国大連市に大連遠州貨運有限公司を設立（現 非連結子会社） 

平成14年８月 大阪市鶴見区に関西地区の営業拡販を図るため遠州トラック関西株式会社の株式100％を取得（現

連結子会社） 

平成15年２月 本社輸送事業、倉庫事業（2000年版）及び西部事業部において品質システム規格「ＩＳＯ9001」の

認証取得 

平成16年11月 静岡県袋井市に株式会社中国遠州コーポレーションを設立（現 連結子会社） 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年４月 当社１単元株式数を1,000株から100株に変更 

平成18年９月 株式会社住友倉庫が株式の公開買付けにより当社株式4,527,600株を取得し、当社の親会社となる 
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 当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社(遠州トラック株式会社)及び子会社８社並びに親会社である株式

会社住友倉庫により構成されており、一般貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業、倉庫事業、及び不動産事業によ

る総合物流事業を営んでおります。事業内容と事業の種類別セグメントとの事業区分は同一であり、当社及び関係会

社の当該事業にかかる位置付けは次のとおりであります。 

 以上の当社グループについて図示すると次のとおりであります。 

（注）１．平成20年４月に㈱中国遠州コーポレーションは北京遠州包装服務有限公司を設立しました。 

２．平成20年11月に㈱藤友物流サービスは北京外紅国際物流有限公司の出資持分を売却したため、同社は関連

会社でなくなりました。 

３. 平成21年３月に㈱藤友物流サービスは㈱中国遠州コーポレーションへ青島遠州国際物流有限公司及び大連

遠州貨運有限公司の出資持分を売却しました。また、㈱中国遠州コーポレーションはこれに加え、両社に追

加出資をしたため、両社は子会社となりました。   

  

３【事業の内容】

区分 内容 会社名 

物 

流 

事 

業 

一般貨物自動車運送事業 貨物運送 遠州トラック株式会社    株式会社藤友物流サービス 

遠州トラック関西株式会社  株式会社中国遠州コーポ 

              レーション  

上海遠州物流有限公司    青島佳天美遠州貿易有限公司 

青島遠州国際物流有限公司  北京遠州包装服務有限公司 

大連遠州貨運有限公司 

貨物運送取扱事業 貨物運送の取次 

倉庫事業 
荷物の保管・管理 

流通加工 

そ事 

の業 

他  

不動産事業 
土地建物の賃貸・

売買等 
遠州トラック株式会社 
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 （注）１．有価証券報告書提出会社であります。 

２．特定子会社に該当しております。 

３．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

  

４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有割合
又は被所有割合 

（％） 
関係内容 

（親会社） 

株式会社住友倉庫 

（注）１ 

大阪市西区 
百万円 

 21,822
物流事業  被所有  60.7 

貨物運送、取次・荷

物の保管及び倉庫の

賃借。 

（連結子会社） 

株式会社藤友物流 

サービス 

浜松市東区 
百万円 

 50
物流事業  100.0

貨物運送、取次・荷

物の保管、役員の兼

任あり。 

（連結子会社） 

遠州トラック関西 

株式会社 

大阪市鶴見区 
百万円 

 20
物流事業  100.0

貨物運送、取次・荷

物の保管、役員の兼

任あり。 

（連結子会社） 

株式会社中国遠州 

コーポレーション 

静岡県袋井市 
百万円 

 50
物流事業  100.0

貨物運送、取次・荷

物の保管、役員の兼

任あり。 

（連結子会社） 

上海遠州物流有限公司

（注）２．３ 

中国・上海 
US $ 

 1,800,000
物流事業 

 

 

55.0

(55.0)

中国国内の貨物運

送、取次・荷物の保

管及び流通加工、役

員の兼任あり。 
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(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、季節工を含む。）は、（ ）内に年間の平均人数

を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ288名増加しましたのは、主として物流事業において中国における新労

働契約法の施行に伴い、現地子会社である上海遠州物流有限公司の臨時雇用者を従業員へ登用したことによ

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（パートタイマー、季節工を含む。）は、（ ）内に年間の平均人数を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

５【従業員の状況】

  平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

物流事業 1,021  （200） 

その他事業 2  （  3） 

全社（共通） 23  （  2） 

合計 1,046  （205）  

  平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

 598（192） 40歳8ヶ月    7年5ヶ月    4,352,285 
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(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国の金融危機を端緒とする世界経済の混乱、これに伴う急激な円高、株

安の進行、自動車産業を中心とする需要の減退により、特に秋口以降、企業収益、個人消費は低迷の度合いを強め、

景気は一層の後退を余儀なくされました。 

当物流業界においては、貨物輸送量が設備投資の停滞、個人消費の冷え込みによりほぼ全品目にわたって落ち込ん

だことに加え、燃料価格の高止まり、運賃水準の低迷等、事業環境は極めて厳しいものがありました。 

このような中、当社グループは、化学品、家電、家具等の主力貨物の減少を比較的安定していた食品、流通関係の

貨物で補完するなど営業活動を展開してまいりましたが、全般的に営業収益（売上高）は伸び悩み、コストの増加に

よる収益性の悪化等、期を通じて苦戦を強いられました。 

この結果、当連結会計年度の営業収益は185億16百万円（前期比2.5％減）を計上いたしました。利益面におきまし

ては、減収に加え、人件費、地代家賃、賃借料等の経費が増嵩したため、営業利益は９億13百万円（前期比23.1％

減）、経常利益は８億52百万円（前期比24.4％減）となりました。また、減損損失10億59百万円など特別損失の発生

により、当期純損失６億15百万円（前期は当期純利益５億22百万円）を計上することとなりました。 

部門別の営業収益の状況は次のとおりであります。 

物流事業の営業収益は183億５百万円（前期比2.3％減）となりました。その内訳は、輸送部門が122億73百万円

（前期比2.1％減）、倉庫部門は荷役料収入が低下した結果、60億31百万円（前期比2.8％減）となりました。 

不動産事業は、分譲地販売（静岡県袋井市）が低迷し、２億11百万円（前期比17.2％減）となりました。  

  

(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は９億41百万円（前期比17.3％増）とな

り、前連結会計年度末より１億38百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は10億35百万円（前年同期比43.3％減）となりました。これは主に税金等調整前当期

純損失３億38百万円、仕入債務の減少額５億円及び法人税等の支払額５億58百万円による減少と、減価償却費６億３

百万円、減損損失10億59百万円及び売上債権の減少額４億88百万円による増加があったことなどによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は８億37百万円（前年同期比66.4％減）となりました。これは主に有形固定資産の取

得による支出６億31百万円等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は26百万円（前年同期は５億68百万円の獲得）となりました。これは主に短期借入金

の純増加額５億95百万円及び長期借入による収入９億50百万円による増加と長期借入金の返済支出14億40百万円及び

配当金の支払額１億19百万円による減少があったことなどによるものです。 

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】
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(1）輸送実績 

(2）営業収益 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

 当業界を取り巻く環境は、今年度の総貨物輸送量が10年連続の減少となることが確実視されるなど、依然厳しい状

況にあります。 

 当社グループとしては、３ＰＬ（サード・パーティ・ロジスティクス）など、物流業務の最適化提案を通じて新た

な営業ステージの創出に取り組んでまいります。具体的には、今年度後半に稼働を予定しています生活協同組合連合

会ユーコープ事業連合様の神奈川県厚木市における要冷食品セット工場のセンター業務を早期に軌道に乗せ、当社の

中核業務のひとつとしていく方針です。また、当社グループとしては初となる東北地区での拠点開設、営業拡大を図

ってまいります。 

 一方、営業所や倉庫の集約を進め、組織・体制の再構築、業務運営のスリム化、システム化に取り組み、一段のコ

スト削減、収益体質の強化に傾注してまいります。 

 当連結会計年度の終了後に、当社の元従業員が行っていた当社資産の流用を疑わせる取引に関し、当該元従業員を

監督すべき立場にいた元取締役が、当該取引に係る事実関係を認識せず、当該元従業員が流用したと疑われる資産の

うち極めて限定的な一部を取得し、適切な処理を行うことなく当社の利益になるものとしてこれを使用した事実が発

覚いたしました。本有価証券報告書と併せて提出しております内部統制報告書に記載のとおり、この事実は、統制環

境の不備に該当し、当連結会計年度末日時点における内部統制は有効でないと判断いたしました。 

 当社は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用の重要性は認識しております。 

 数年来、業務統制の強化、コンプライアンスの推進、リスク管理体制の充実など、内部統制システムの整備に努め

てまいりましたが、さらにこれを推進し、翌連結会計年度においては、かかる不備を是正し、適切な内部統制を整

備・運用する方針であります。 

２【営業の状況】

区分 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

実績 前年同期比（％） 

延実働車輌台数（台）  115,100  95.3 

輸送トン数（トン）  605,382  96.7 

走行距離（km）  28,601,873  96.8 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

金額（百万円） 前年同期比（％） 

物流事業 18,305  97.7 

その他事業  211  82.8 

合計  18,516  97.5 

３【対処すべき課題】
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 当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しておりま

す。投資判断上重要であると考えられる事項を積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

① 輸送・倉庫事業の収益について 

 当社グループでは、国内の工業物流を主体に販売物流、構内物流、調達物流を一貫して自社で対応しており、長

年培った技術・知識を活かし、最近は３ＰＬによる物流アウトソーシング事業にも力を注ぎ、業容の拡大に努めて

おります。 

 従来の物流業務は、顧客からのニーズに応える荷主主導型でありましたが、当社では各々の顧客の最適でローコ

ストな物流を提案していく業者主導型で顧客の物流合理化に貢献しております。商流ルートである商社・販売代理

店とも提携し、物流を商流の戦略の武器として顧客に応える体制も整えております。 

 また、当社の顧客層は業種も多様で一顧客に対しての収益依存度も低いためリスクが分散され、安定した収益を

確保しております。 

 荷主との取引は、運送業務委託基本契約書・保管業務委託基本契約書等によっておりますが、既存荷主の更新時

を含めて契約内容によっては契約解消リスクが存在し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 燃料費の変動について 

 原油価格等の高騰により軽油価格が上昇した場合、燃料油脂費等の運送原価が増加します。エコドライブの推進

等費用の削減に努めておりますが、これら費用の増加分を運賃に転嫁できない場合、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

③ 金利の変動について 

 当社グループは車輌の更新及び倉庫施設等の新設や更新のため、継続的な設備投資を行っております。有利子負

債の圧縮に努めておりますが、必要な設備資金は主として外部借入により調達しております。固定金利での借入や

金利スワップにより金利の固定化を行っておりますが、変動金利で調達している資金については金利変動の影響を

受けることになります。また、金利の変動により、将来の資金調達コストが影響を受ける可能性があります。 

  

④ 固定資産の減損について 

 当社グループは物流事業、不動産事業を営んでおり、その業務の性格上、多額の固定資産を所有しております。

今後、保有資産の時価下落や収益性の低下に伴う減損損失が発生する可能性があります。 

  

⑤ 法的規制について 

 当社グループは、一般貨物自動車運送事業、倉庫業等、許認可に基づく事業を営んでおります。また最近は、排

ガス規制等、環境・安全に係る規制の影響を受けております。コンプライアンスを遵守することを当社グループの

最大の経営課題としておりますが、万一、当該規制に抵触し、事業の停止、許可・登録の取消処分等を受けるよう

な事態になった場合は、事業自体の遂行が困難となるケースも想定されます。また、これらの対策のために人的、

資金的負担が増大する可能性もあります。 

  

⑥ 自然災害等による影響について 

 当社グループが地盤とする地域は東海大震災の可能性が言及されている地域でもあります。大規模な地震、風水

害、火災等の発生により、当社グループの倉庫、車輌等の設備が重大な損害を受け、事業の一時的な中断、従業員

の安全レベルの低下、顧客からの損害賠償請求等、業績に影響を及ぼすリスクが内在しています。 

  

⑦ 役職員による不正や誤謬について 

 当社グループは、内部統制システムの強化に取り組んでおりますが、内部統制システムにより役職員の人為的な

ミスや不正を完全に防ぐことはできません。当社グループの役職員による不正や誤謬が発生した場合、取引先の信

頼を失うことにより、営業活動に悪影響を及ぼす可能性、過去の財務諸表等の修正が必要となる可能性がありま

す。 

  

 該当事項はありません。 

  

４【事業等のリスク】

５【経営上の重要な契約等】
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 該当事項はありません。 

  

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されたも

のです。 

 当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は以下の通りであります。 

(1）財政状態の分析 

 当連結会計年度末の資産の部合計は、前連結会計年度末に比べ13億81百万円減少の220億22百万円となりまし

た。主な要因は、受取手形及び売掛金の減少及び固定資産の減損損失計上による減少等によるものです。 

 負債の部合計は、前連結会計年度末に比べ４億82百万円減少の124億43百万円となりました。主な要因は、短期

借入金が増加したものの、支払手形及び営業未払金の減少、未払法人税等の減少及び長期借入金の減少等によるも

のです。 

 純資産の部は、前連結会計年度末に比べ８億99百万円減少の95億78百万円となりました。主な要因は、連結当期

純損失の計上等によるものです。 

 これにより、自己資本比率は前連結会計年度の44.0％から42.9％に減少しました。  

  

(2）経営成績の分析 

 ① 営業収益 

   営業収益の状況につきましては、「１ 業績等の概要（１）業績」に記載のとおりであります。  

 ② 営業利益 

   営業利益は、営業収益の減収に加え、人件費、地代家賃、賃借料等の経費が増嵩したため、前連結会計年度に

比べ２億74百万円減少の９億13百万円となりました。 

 ③ 営業外損益 

   営業外損益は、保険解約返戻金28百万円があったものの、借入金の増加並びに金利の上昇に伴う支払利息の増

加により前連結会計年度の59百万円の費用計上（純額）から微増の60百万円の費用計上（純額）となりました。

 ④ 特別損益 

   特別損益は、物流事業のうち地価が下落し、収益性が低下した建物及び土地の減損損失９億92百万円、地価の

下落した遊休資産（土地）の減損損失67百万円の計上等により前連結会計年度の83百万円の損失計上（純額）か

ら11億７百万円増加の11億90百万円の損失計上（純額）となりました。 

  

(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、減価償却費、減損損失、売上債権の減少及び借入れによる増加、税

金等調整前当期純損失、仕入債務の減少、法人税等の支払額、有形固定資産の取得による支出及び借入金の返済に

よる支出等による減少により、前連結会計年度末に比べ１億38百万円増加の９億41百万円となりました。 

 今後の必要資金である設備資金につきましては、自己資金及び借入金により調達する予定です。 

  

(4）経営者の問題認識と今後の方針について 

 経営者の問題認識と今後の方針については、「３ 対処すべき課題」に記載しております。 

  

 なお、将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものです。 

６【研究開発活動】

７【財政状態及び経営成績の分析】
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 当連結会計年度の設備投資の総額は６億70百万円であります。その主要なものは富士営業所(静岡県）の土地３億

38百万円及び建物59百万円の追加取得であります。 

 なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

  

(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械装置であり、建設仮勘定を含めておりません。 

      なお、金額には消費税等を含めておりません。 

    ２. 上記土地面積のうち、（ ）は、賃借しているもので外書しております。 

３. 従業員数の（ ）は、臨時従業員数を外書しております。 

４．上記の他、主要な賃借及びリース設備は次のとおりであります。 

  

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

２【主要な設備の状況】

  平成21年３月31日現在

事業所名 
(所在地) 

事業の種 
類別セグ 
メントの 
名称 

設備の内容 土地面積
（㎡）  

帳簿価額
従業
員数 
(人) 

建物及び
構築物  
(百万円) 

車輌運搬
具 

(百万円) 

工具器具
及び備品 

（百万円）

土地
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

本社事業部 

(静岡県袋井市) 
物流事業 

物流倉庫 

車輌 (41,908.49)

106,756.52
2,937 50  18 4,618  0 7,625

 238

(80)

西日本事業部 

(浜松市西区) 
物流事業 

物流倉庫 

車輌 (11,270.34)

47,081.45
1,093 53  5 1,965  4 3,123

 181

(67)

関東事業部 

(埼玉県春日部市) 
物流事業 

物流倉庫 

車輌 (7,684.82)

11,618.62
448 43  7 485  0 985

 154

(40)

不動産営業所 

(静岡県袋井市) 

その他事

業 

不動産業用

施設 (1,027.00)

19,226.18
125 0  0 1,816  － 1,941

 2

(2)

本社 

(静岡県袋井市) 

消去又は

全社 

統括業務 

施設 (3,424.32)

77,982.56
35 7  22 1,826  － 1,891

 23

(3)

  平成21年３月31日現在

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内 
容 

土地面積
（㎡）  

帳簿価額
従業
員数 
(人) 

建物及び
構築物 

(百万円) 

車輌運搬
具 

(百万円) 

工具器具
及び備品 

（百万円）

土地
(百万円)  

その他 
(百万円) 

合計
(百万円) 

㈱藤友物流サ

ービス 

本社 

（浜松市

東区） 

物流事業 
物流倉庫

車輌 
2,531.10 330 37 0  111  0 479

 70

(6)

遠州トラック

関西㈱ 

本社 

（大阪市

鶴見区） 

物流事業 
物流倉庫

車輌 
－ 11 7 1  －  － 20

 23

(6)

  平成21年３月31日現在

会社名 
事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容
賃借及び

リース期間 
年間賃借及びリース料 

（百万円） 

提出会社 

（子会社含） 
物流事業 

倉庫建物等 

（賃借） 
２０年 １５１ 

輸送用車輌等 

（リース） 
４～５年 ２１２ 
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 当社グループの設備投資については、景気動向、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備計画は原則的には連結会社各社が個別に策定しておりますが、関係会社会議において提出会社を中心に調整を図っ

ております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

 （注） 金額には消費税等は含まれておりません。  

３【設備の新設、除却等の計画】

会社名  事業所名  
(所在地) 

事業の種類 
別セグメン 
トの名称 

設備の内容
投資予定
総額 

（百万円）

 既支払額 

（百万円）

資金調達方
法 着手予定年月 完了予定年月 完成後の

増加能力 

 遠州トラック 

株式会社 

西日本事業部 

(浜松市西区) 
物流事業 

倉庫建物 

(浜松市 

西区)  

247  6 
自己資金及

び借入金  
平成21年８月 平成22年１月 2,715㎡
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 （注） 上記の増加は、平成10年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数１株につき

1.1株の分割を行ったものであります。 

  

 （注）１．自己株式84,764株は「個人その他」に847単元、「単元未満株式の状況」に64株含まれております。 

     ２. 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、６単元含まれております。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  17,600,000

計  17,600,000

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成21年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年６月24日） 

上場金融商品取引所名又 
は登録認可金融商品取引 
業協会名 

内容 

普通株式  7,546,000  7,546,000 ジャスダック証券取引所 
単元株式数 

100株  

計  7,546,000  7,546,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式総 
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増 
減額(百万円) 

資本準備金残 
高(百万円) 

平成10年５月20日  686,000  7,546,000  －  1,284  －  1,070

（５）【所有者別状況】

  平成21年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況 

（株） 政府及び地 
方公共団体 金融機関 金融商品取

引業者 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人）  －  12 2 49 － －  833  896 －

所有株式数（単元）  －  8,784 2 49,396 － －  17,255  75,437 2,300

所有株式数の割合

（％） 
 －  11.65 0.00 65.48 － －  22.87  100.00 －
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①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数6個が含まれております。 

  

（６）【大株主の状況】

  平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社住友倉庫 大阪市西区川口２丁目１－５号  4,527  60.00

澤田邦彦 浜松市北区  200  2.65

遠州トラック従業員持株会 静岡県袋井市木原６２７番地３  195  2.59

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目１０－１７  169  2.24

株式会社静岡銀行 静岡市葵区呉服町１丁目１０  124  1.64

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２  121  1.60

有限会社スリーナイン 静岡県袋井市永楽町３２５番地  111  1.47

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目２７－２  103  1.37

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６  100  1.32

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１  100  1.32

計 －  5,753  76.24

（７）【議決権の状況】

  平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  84,700 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,459,000  74,590 － 

単元未満株式 普通株式     2,300 － － 

発行済株式総数  7,546,000 － － 

総株主の議決権 －  74,590 － 
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②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注） 当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注） 当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。 

  

  平成21年３月31日現在

所有者の氏名又 
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

遠州トラック株式

会社 

静岡県袋井市木原

627番地の３ 
 84,700  －  84,700  1.12

計 －  84,700  －  84,700  1.12

（８）【ストックオプション制度の内容】

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式  169  138,690

当期間における取得自己株式  －  －

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  －  －  －  －

消却の処分を行った取得自己株式  －  －  －  －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
 －  －  －  －

その他  －  －  －  －

保有自己株式数  84,764  －  84,764  －
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 当社は、株主に対する利益還元を常に念頭に置き、業績の推移、経営環境、配当性向等を総合的に勘案しつつ、安

定した配当を継続することを基本方針としております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの配当の決定機関

は取締役会であります。 

 なお、当社は、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場

合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める。期末配当の基準日は、毎年３月31日とする。中間

配当の基準日は、毎年９月30日とする。前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる。」旨を定

款に定めております。 

 内部留保金につきましては、現在及び将来に亘る設備投資や経営基盤強化のために有効に活用すべく、その充実を

図っていく方針です。 

 当中間期における株主配当金につきましては、１株当たり配当金を前年同期と同額の８円といたしました。当期末

の配当金につきましても、１株当たり配当金を前年同期と同額の８円にて取締役会決議をいたしております。これに

より、中間配当金を含めました当事業年度の年間配当金は１６円となります。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第40期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【配当政策】

決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

平成20年11月７日 

取締役会決議 
 59  8.00

平成21年５月11日 

取締役会決議 
 59  8.00

４【株価の推移】

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 

最高（円） 
 

※825 

880
 1,349  1,250  980  910

最低（円） 
 

※701 

741
 761  780  833  653

月別 平成20年10月 平成20年11月 平成20年12月 平成21年１月 平成21年２月 平成21年３月 

最高（円）  870  730  832  860  764  800

最低（円）  683  683  653  710  711  721
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

取締役会長 

(代表取締役) 
  神谷 修義 昭和19年10月７日生

昭和40年８月 当社入社 

昭和58年５月 当社取締役就任 

平成３年５月 当社常務取締役就任 

平成９年６月 当社常務取締役不動産部長就任 

平成13年６月 当社専務取締役営業統括・関東地

区担当就任 

平成14年５月 株式会社藤友物流サービス代表取

締役社長就任（現任） 

平成16年６月 当社取締役就任 

平成17年10月 当社代表取締役会長就任（現任） 

(注)３ ４４

取締役社長 

(代表取締役) 

社長執行役員 

営業本部長  
澤田 邦彦 昭和32年６月４日生

昭和56年３月 当社入社 

昭和61年５月 当社取締役就任 

平成３年５月 当社常務取締役就任 

平成５年10月 当社常務取締役営業本部長兼輸送

事業部長就任 

平成８年６月 当社代表取締役常務取締役営業本

部長就任 

平成８年10月 当社代表取締役常務取締役営業本

部長兼倉庫事業部長就任 

平成10年４月 当社代表取締役専務取締役営業本

部長就任 

平成13年６月 当社代表取締役社長就任 

平成14年４月 遠州トラック関西株式会社代表取

締役社長就任 

平成17年７月 株式会社中国遠州コーポレーショ

ン代表取締役会長就任 

平成19年６月 当社代表取締役社長兼社長執行役

員就任 

平成21年６月 当社代表取締役社長兼社長執行役

員 営業本部長就任（現任） 

(注)３ ２００

取締役 
専務執行役員 

管理本部長 
井上 正明 昭和28年１月19日生

昭和51年４月 株式会社住友倉庫入社 

平成18年６月 同社事業推進部部付部長 

平成19年６月 当社へ出向  

当社取締役兼専務執行役員 管理

本部長就任（現任） 

(注)３ －

取締役 

常務執行役員 

管理本部副本部

長兼経理部長兼

経営企画部長 

豊田 慶造 昭和40年９月14日生

平成元年８月 当社入社 

平成７年３月 当社輸送管理部長 

平成11年７月 当社業務管理部長 

平成14年７月 当社総務部長 

平成16年６月 当社取締役総務部長就任 

平成18年６月 当社取締役経営企画部長就任 

平成18年９月 当社常務取締役経営企画部長就任 

平成19年６月 当社取締役兼常務執行役員 管理

本部副本部長兼経理部長兼経営企

画部長就任（現任） 

(注)３ ３８

－　17　－



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

取締役   落合 岐良 昭和26年４月22日生

昭和57年２月 株式会社藤友物流サービス入社 

昭和58年３月 同社取締役就任（現任） 

平成２年12月 当社取締役就任（現任） 

平成７年４月 上海遠州物流有限公司董事兼総経

理就任（現任） 

平成９年４月 青島遠州国際物流有限公司董事兼

総経理就任（現任） 

平成12年11月 北京外紅国際物流有限公司董事兼

総経理就任 

平成13年１月 大連遠州貨運有限公司董事兼総経

理就任（現任） 

平成17年７月 株式会社中国遠州コーポレーショ

ン代表取締役社長就任（現任） 

(注)３ ６７

取締役   山本 雅俊 昭和16年１月30日生

昭和39年４月 日本電装株式会社（現株式会社デ

ンソー）入社 

平成９年６月 同社常務取締役就任 

平成９年９月 デュポン株式会社取締役副社長就

任 

平成10年１月 同社代表取締役社長就任 

平成15年８月 福井県副知事就任 

平成20年６月 当社取締役就任（現任） 

(注)３ －

常勤監査役   木下 昭二 昭和15年11月26日生

平成５年４月 当社入社 

平成11年６月 当社取締役経理部長就任 

平成13年６月 当社取締役管理本部長兼総務部長

就任 

平成14年７月 当社取締役管理本部長就任 

平成16年６月 当社取締役就任 

平成17年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

(注)４ ９

監査役   馬杉  秀 昭和21年６月15日生

昭和44年４月 株式会社静岡銀行入行 

平成９年６月 同行取締役東京支店長就任 

平成11年６月 同行常務取締役首都圏カンパニー

長兼トレジャリーカンパニー長就

任 

平成13年６月 同行常勤監査役就任 

平成20年６月 当社監査役就任（現任） 

(注)４ －

監査役   秋山 和幸 昭和31年４月26日生

昭和58年４月 弁護士登録 

有泉・平塚・錦・細井法律事務所

入所 

昭和62年４月 秋山法律事務所設立 

平成４年４月 岡本・秋山法律事務所（現葵法律

事務所）パートナー就任 

平成20年４月 まどか法律事務所パートナー就任

（現任） 

平成20年６月 当社監査役就任（現任） 

(注)４ －

－　18　－



 （注）１．取締役山本雅俊は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役馬杉秀、秋山和幸及び藤咲雄司は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成21年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

４．平成20年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成20年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から３年間 

６．当社では、経営の監督と業務執行の分離をより明確にし、一層迅速な意思決定を行えるよう執行役員制度を

導入しております。執行役員は、本表「役員の状況」に記載の３名に、取締役を兼務していない以下の５名

を加えた計８名であります。 

執行役員 開発プロジェクト部長  寺田 佳史 

執行役員 西日本事業部長     豊田 重雄 

執行役員 関東事業部長      金原 秀樹 

執行役員 総務部長        鈴木 初夫 

執行役員 本社事業部長      清水  晃 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

監査役   藤咲 雄司 昭和25年９月７日生

昭和49年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三

井住友銀行）入行 

平成15年６月 同行融資第一部長 

平成17年７月 株式会社住友倉庫本店支配人 

平成17年９月 同社事業推進部長 

平成18年６月 同社執行役員事業推進部長（現

任） 

平成20年６月 当社監査役就任（現任） 

(注)５ －

        計   ３６０
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① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、経営理念のもと、株主、顧客、地域社会各層からの幅広い信頼と期待に応えるため、コーポレート・ガ

バナンスの最適な発揮を経営の最重要課題と位置付け、以下の基本的な考えに基づき各施策を遂行しています。 

イ．経営の健全性、透明性を維持し、社会の公器として法令の遵守を最優先する。 

ロ．物流専業者として技術、サービスの革新に努め、高品質で安定した物流サービスの提供を通じて、顧客満足の

最大化を図る。 

ハ．経営の意思決定のプロセスを明確化し、業務執行の適切化を図るとともに、適時、適切な情報開示に努める。

ニ．グループとして、リスクマネジメントと一体をなす内部統制システムの構築に努め、経営管理の質的向上を図

る。 

  

② 会社の機関の内容 

 当社は、月１回の定例取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、グループ全般に係る経営戦略、事業

案件等につき付議、報告を行っております。また、経営課題の協議の場として常勤の取締役、執行役員で構成する

経営会議を毎週開催し、取締役会における審議内容の精緻化を図り、経営の意思決定に活かしております。 

 監査役は監査役制度を採用し、社外監査役３名を含め４名で構成されております。監査役は監査役会で策定され

た監査方針及び監査計画に基づき、会議の出席や業務及び財務の状況調査を通して、取締役の職務遂行状況を監査

しております。 

  

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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③ 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

 当社は、前記のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考えに基づき、「内部統制システム構築の基本方

針」を取締役会において決議し、金融商品取引法が定める「財務報告に係る内部統制」の実現に向けた社内体制の

整備等に努めております。 

 具体的には、全社統制及び業務統制強化のため、規程・手順書等の整備、自己点検制度の定着化並びに内部監査

機能の強化に努めております。また、コンプライアンス推進のため、コンプライアンス規程において、「企業行動

指針」（10項目）及び「反社会的勢力による被害を防止するための基本方針」（５項目）を定め、コンプライアン

ス重視の社内風土の醸成、体制の整備を図っております。万一、法令違反の事実を発見した場合は、コンプライア

ンス委員会にて審議し、これに類する日々の情報は内部通報制度（ヘルプライン）により通報及び相談を受ける体

制を構築しております。 

 当社は、経営の意思決定のタイミングやその巧拙に伴う全般的な事業運営リスクや機会損失リスク、与信リス

ク、システムリスク等、多岐にわたる諸リスクを的確に把握し、適時に取締役会に伝達される体制を確保するた

め、本社連絡会議、経営会議等、組織横断的な会議体を設け、情報の収集を図っております。また、当業界におい

て最もリスクウェイトの高い輸送事故、貨物品質事故を予防する一環として、「輸送安全マネジメント」を策定

し、公表しております。これらリスクの抽出、評価、分析、対策立案のため、リスク管理規程においてリスク評価

シートを定め、定期的にリスクを洗い出す仕組みを制度化しております。 

 当社は、内部統制システムの強化に関して上記のような取組を行って参りましたが、当連結会計年度の終了後

に、当社の元従業員が行っていた当社資産の流用を疑わせる取引に関し、当該元従業員を監督すべき立場にいた元

取締役が、当該取引に係る事実関係を認識せず、当該元従業員が流用したと疑われる資産のうち極めて限定的な一

部を取得し、適切な処理を行うことなく当社の利益になるものとしてこれを使用した事実が発覚いたしました。本

有価証券報告書と併せて提出しております内部統制報告書に記載のとおり、この事実は、統制環境の不備に該当

し、当事業年度末日時点における内部統制は有効でないと判断いたしました。 

 当社は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用の重要性は認識しております。翌事業年度においては、かかる

不備を是正し、適切な内部統制を整備・運用する方針であります。 

  

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査については、内部監査室が年間内部監査計画に基づき、監査役と連携しながら、内部統制監査、業務監

査、組織・制度監査を実施しております。 

 監査役監査については、前記のとおり、監査役は取締役会への出席のほか、その他の重要会議に適宜出席し、業

務の執行状況が的確に把握できる体制を整えております。また、当社及び子会社の監査を通じて、グループとして

均質な内部統制システムの有効性を監査いたします。 

  

⑤ 会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、後藤研了、前田徹（継続監査年数は７年以下であります）であ

り、あずさ監査法人に所属しております。 

 また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、会計士補等７名、その他２名であります。 

  

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の役員は、提出日現在、取締役６名（うち社外取締役１名）、監査役４名（うち社外監査役３名）の体制と

なっております。 

 社外取締役は外部の有識者であります。また、社外監査役３名は、取引銀行の元常勤監査役、当社法律顧問の弁

護士、及び当社の親会社の執行役員がそれぞれ就任いたしております。このうち、親会社である株式会社住友倉庫

と当社の間では運送及び倉庫部門の取引があります。 
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⑦ 役員報酬の内容 

 当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。 

  

役員報酬の内容 

 （注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２．当事業年度末現在の取締役は７名、監査役４名であります。このうち監査役の人員が上記人員と相違してお

りますのは、平成20年６月24日開催の第43回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役２名、辞任した

監査役１名が含まれているためであります。 

３．取締役の報酬限度額は、平成７年６月29日開催の第30回定時株主総会において月額15百万円以内（ただし、

使用人分給与は含まない。）と決議されております。 

４．監査役の報酬限度額は、平成７年６月29日開催の第30回定時株主総会において月額２百万円以内と決議され

ております。 

５．当社は、平成19年６月21日開催の第42回定時株主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止し、同総会終

結後引き続き在任する取締役及び監査役に対しては、制度廃止までの在任期間に基づく役員退職慰労金を当

該役員の退任時に支給することを決議いたしております。これに基づき、上記のほか、当事業年度中に退任

した社外監査役２名に対し２百万円の退職慰労金を支給しております。 

  

⑧ 責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定め

る最低責任限度額としております。 

  

⑨ 取締役の定数 

 当社の取締役の定数は、10名以内とする旨を定款に定めております。 

  

⑩ 取締役の選任決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

 また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。  

  

⑪ 剰余金の配当等の決定機関 

 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により行う旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等の決

定を取締役会の権限とし、機動的な株主還元策が実施できるようにするためであります。 

  

⑫ 株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。 

  

区分 
支給人員 
（人） 

支給額 
（百万円） 

 取締役 

 （うち社外取締役）  

７ 

(１) 

111 

(４) 

 監査役 

 （うち社外監査役） 

７ 

(６) 

16 

(10) 

 合計 14 128 
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①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

②【その他重要な報酬の内容】 

 該当事項はありません。 

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

 該当事項はありません。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

 該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。 

  

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

提出会社  －  －  26  －

連結子会社  －  －  －  －

計  －  －  26  －
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１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第43期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

44期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第43期事業年度

（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び第44期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は、前連結会計年度及び前事業年度より、みすず監査法人からあずさ監査法人へ交代しておりま

す。 

  

第５【経理の状況】
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１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 893 1,098

受取手形及び売掛金 2,750 2,249

たな卸不動産等 289 －

販売用不動産 － 202

貯蔵品 － 10

未収還付法人税等 2 －

繰延税金資産 72 67

その他 230 221

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 4,235 3,848

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 10,544 10,371

減価償却累計額 △5,032 △5,332

建物及び構築物（純額） ※3  5,511 ※3  5,039

機械装置及び運搬具 2,227 2,147

減価償却累計額 △1,897 △1,884

機械装置及び運搬具（純額） 329 263

土地 ※3  11,315 ※3  10,824

建設仮勘定 22 31

その他 258 242

減価償却累計額 △198 △182

その他（純額） 60 59

有形固定資産合計 17,238 16,217

無形固定資産 258 244

投資その他の資産   

投資有価証券 279 234

従業員に対する長期貸付金 2 1

長期貸付金 157 140

繰延税金資産 136 256

その他 ※1  1,095 ※1  1,077

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,671 1,711

固定資産合計 19,169 18,174

資産合計 23,404 22,022

－　25　－



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 1,885 1,376

短期借入金 ※3  4,689 ※3  5,552

未払法人税等 336 92

賞与引当金 100 99

その他 ※2  324 ※2  490

流動負債合計 7,337 7,612

固定負債   

長期借入金 ※3  5,052 ※3  4,293

退職給付引当金 222 233

負ののれん － 24

その他 314 280

固定負債合計 5,589 4,831

負債合計 12,926 12,443

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,284 1,284

資本剰余金 1,086 1,086

利益剰余金 7,929 7,194

自己株式 △59 △59

株主資本合計 10,240 9,505

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △4 △9

繰延ヘッジ損益 26 △40

為替換算調整勘定 24 0

評価・換算差額等合計 45 △49

少数株主持分 191 122

純資産合計 10,477 9,578

負債純資産合計 23,404 22,022
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②【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

営業収益 18,995 18,516

営業原価 17,220 16,985

営業総利益 1,774 1,530

販売費及び一般管理費   

人件費 299 364

（内賞与引当金繰入額） 3 4

（内退職給付費用） 4 7

（内役員退職慰労引当金繰入額） 3 －

保険料 23 24

賃借料 14 14

支払手数料 65 43

その他 183 169

販売費及び一般管理費合計 587 617

営業利益 1,187 913

営業外収益   

受取利息 7 6

受取配当金 10 10

保険解約返戻金 － 28

その他 40 45

営業外収益合計 58 91

営業外費用   

支払利息 108 133

その他 10 19

営業外費用合計 118 152

経常利益 1,127 852

特別利益   

固定資産売却益 ※1  17 ※1  21

関係会社出資金売却益 － 12

特別利益合計 17 34

特別損失   

固定資産売却損 ※2  33 ※2  0

固定資産除却損 ※3  24 ※3  18

投資有価証券評価損 3 63

会員権処分損 11 －

賃料改定差額 27 －

たな卸資産評価損 － 16

減損損失 － ※4  1,059

和解金 － ※5  67

特別損失合計 101 1,224

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

1,044 △338

法人税、住民税及び事業税 462 316

法人税等調整額 27 △69

法人税等合計 489 246

少数株主利益 31 30

当期純利益又は当期純損失（△） 522 △615
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,284 1,284

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,284 1,284

資本剰余金   

前期末残高 1,086 1,086

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,086 1,086

利益剰余金   

前期末残高 7,513 7,929

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

従業員福利奨励基金 △3 －

連結範囲の変動 15 －

当期純利益又は当期純損失（△） 522 △615

当期変動額合計 415 △734

当期末残高 7,929 7,194

自己株式   

前期末残高 △59 △59

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △59 △59

株主資本合計   

前期末残高 9,825 10,240

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

従業員福利奨励基金 △3 －

連結範囲の変動 15 －

当期純利益又は当期純損失（△） 522 △615

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 415 △734

当期末残高 10,240 9,505
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 53 △4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △57 △4

当期変動額合計 △57 △4

当期末残高 △4 △9

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △4 26

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30 △67

当期変動額合計 30 △67

当期末残高 26 △40

為替換算調整勘定   

前期末残高 － 24

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 24 △23

当期変動額合計 24 △23

当期末残高 24 0

評価・換算差額等合計   

前期末残高 49 45

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 △95

当期変動額合計 △3 △95

当期末残高 45 △49

少数株主持分   

前期末残高 45 191

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 145 △68

当期変動額合計 145 △68

当期末残高 191 122

純資産合計   

前期末残高 9,919 10,477

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

従業員福利奨励基金 △3 －

連結範囲の変動 15 －

当期純利益又は当期純損失（△） 522 △615

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 142 △164

当期変動額合計 557 △899

当期末残高 10,477 9,578
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

1,044 △338

減価償却費 606 603

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6 10

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △113 －

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9 －

減損損失 － 1,059

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 －

受取利息及び受取配当金 △17 △17

支払利息 108 133

為替差損益（△は益） △4 12

投資有価証券評価損益（△は益） 3 63

関係会社出資金売却損益（△は益） － △12

会員権処分損 11 －

有形固定資産売却益 △17 －

有形固定資産売却損 33 －

有形固定資産除却損 5 17

無形固定資産除却損 19 －

有形固定資産売却損益（△は益） － △21

和解金 － 67

売上債権の増減額（△は増加） 141 488

たな卸資産の増減額（△は増加） 99 75

その他の資産の増減額（△は増加） △18 －

仕入債務の増減額（△は減少） 26 △500

未払消費税等の増減額（△は減少） △35 26

その他の負債の増減額（△は減少） 63 －

割引手形の増減額（△は減少） 4 －

その他 － 37

小計 1,956 1,706

利息及び配当金の受取額 17 17

利息の支払額 △108 △132

法人税等の支払額 △190 △558

法人税等の還付額 149 2

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,825 1,035
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,387 △631

有形固定資産の売却による収入 88 33

無形固定資産の取得による支出 △44 △21

投資有価証券の取得による支出 △18 △26

子会社株式の取得による支出 － △55

関係会社出資金の払込による支出 － △51

関係会社出資金の売却による収入 － 39

会員権の処分による収入 38 －

その他の支出 △214 －

その他の収入 11 －

貸付けによる支出 △21 △40

貸付金の回収による収入 59 32

その他 － △116

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,489 △837

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 205 595

長期借入れによる収入 3,150 950

長期借入金の返済による支出 △2,655 △1,440

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △119 △119

少数株主への配当金の支払額 △11 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー 568 △26

現金及び現金同等物に係る換算差額 6 △32

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △88 138

現金及び現金同等物の期首残高 725 802

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 165 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※  802 ※  941
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ４社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社藤友物流サービス 

遠州トラック関西株式会社 

株式会社中国遠州コーポレーション 

上海遠州物流有限公司 

 上記のうち、上海遠州物流有限公司

については、重要性が増したため、当

連結会計年度より連結の範囲に含めて

おります。 

(1）連結子会社の数 ４社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社藤友物流サービス 

遠州トラック関西株式会社 

株式会社中国遠州コーポレーション 

上海遠州物流有限公司 

  

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

青島佳天美遠州貿易有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

 なお、青島佳天美遠州貿易有限公司

については、当連結会計年度において

新たに設立しました。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

青島佳天美遠州貿易有限公司 

北京遠州包装服務有限公司  

青島遠州国際物流有限公司 

大連遠州貨運有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社はいずれも小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

 なお、北京遠州包装服務有限公司に

ついては、当連結会計年度において新

たに設立しました。青島遠州国際物流

有限公司及び大連遠州貨運有限公司に

ついては追加出資をした結果、当連結

会計年度末において子会社となりまし

た。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結子会社

（青島佳天美遠州貿易有限公司）及び関連

会社（青島遠州国際物流有限公司、北京外

紅国際物流有限公司及び大連遠州貨運有限

公司）は、それぞれ当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。 

 持分法を適用していない非連結子会社

（青島佳天美遠州貿易有限公司、北京遠州

包装服務有限公司、青島遠州国際物流有限

公司及び大連遠州貨運有限公司）は、それ

ぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用範囲から除外

しております。 

 なお、北京外紅国際物流有限公司につい

ては、当連結会計年度において出資金を売

却したため関連会社でなくなりました。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち上海遠州物流有限公司

の決算日は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、決算

日現在の財務諸表を使用しております。た

だし、連結決算日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左  

  ③たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法 

貯蔵品 

移動平均法による原価法 

③たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定） 

貯蔵品 

移動平均法による原価法 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日公表分）を適用し

ております。 

 これにより、税金等調整前当期純損失

は、16百万円増加しております。  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は、建物（建物

附属設備を除く。）は定額法、その他の有

形固定資産については定率法によっており

ます。また、在外連結子会社は定額法によ

っております。 

（会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、当連結会計年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、それぞれ13百万円

減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

 当社及び国内連結子会社は、建物（建物

附属設備を除く。）は定額法、その他の有

形固定資産については定率法によっており

ます。また、在外連結子会社は定額法によ

っております。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

  （追加情報） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会計年度の

翌連結会計年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益が、それぞれ12百万円

減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

  ②無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、ソフ

トウエア（自社利用）については、社内に

おける見込利用可能期間（５年以内）に基

づく定額法によっております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

 従業員及び当社の執行役員の退職給付に

備えるため、当社及び一部の連結子会社は

当連結会計年度末における退職給付債務の

見込額（執行役員部分については、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額）に基づ

き計上しております。 

 なお、数理計算上の差異については、各

連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）

による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

③退職給付引当金 

同左  

－　34　－



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

  ④役員退職慰労引当金 

（追加情報） 

 当社は、従来、役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しておりましたが、平成19

年６月21日開催の定時株主総会の日をもっ

て役員退職慰労金制度を廃止し打ち切り支

給することを決議したため、役員退職慰労

引当金は、退任時まで固定負債「その他固

定負債」に含めて計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

────── 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

────── 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 また、金利スワップについて特例処理の

条件を充たしている場合には特例処理を採

用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針 

 主として当社内規に基づき、金利変動リ

スク、為替相場変動リスク及び燃料価格変

動リスクをヘッジしております。 

 当連結会計年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりで

あります。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針 

同左 

  イ．ヘッジ手段 － 金利スワップ 

ヘッジ対象 － 借入金 

  

  ロ．ヘッジ手段 － 為替予約 

ヘッジ対象 － 外貨建債権債務 

  

  ハ．ヘッジ手段 － 原油アベレージス

ワップ 

ヘッジ対象 － 燃料価格 

  

  ③ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較

し、その変動額の比率によって有効性を評

価しております。 

 ただし、特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価を省略して

おります。 

③ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）消費税等の会計処理の

方法 

 税抜方式によっております。 同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれんの償却については、５年間の定額

法により償却を行っております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

同左 

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

────── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用してお

ります。 

 これによる損益への影響はありません。  

【表示方法の変更】

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

────── 

  

  

（連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸不動産等」として掲記されていたものは、

当連結会計年度から「販売用不動産」「貯蔵品」に区分掲

記しております。なお、前連結会計年度の「たな卸不動産

等」に含まれる「販売用不動産」「貯蔵品」は、それぞれ

277百万円、11百万円であります。  
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前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度まで販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は、当

連結会計年度において、販売費及び一般管理費の総額の

100分の10を超えたため、区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「支払手数料」は33百

万円であります。 

────── 

２．「受取利息」及び「受取配当金」については、従来、

「受取利息及び配当金」として表示しておりましたが、

当連結会計年度よりそれぞれ区分して表示しておりま

す。 

 なお、前連結会計年度の「受取利息及び配当金」に含

まれている受取利息は６百万円、受取配当金は23百万円

であります。 

────── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前連結会計年度において、「有形固定資産売却益」

「有形固定資産売却損」に区分掲記されていたものは、

ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比

較可能性を向上するため、当連結会計年度より「有形固

定資産売却損益」として掲記しております。なお、当連

結会計年度に含まれる「有形固定資産売却益」「有形固

定資産売却損」は、それぞれ△21百万円、0百万円であ

ります。  

２．営業活動によるキャッシュ・フローの「貸倒引当金の

増減額」は、金額的重要性が乏しいため「その他」に含

めております。 

  なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「貸倒引当金の増減額」は、△０百万円であります。 

３．営業活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産

除却損」は、金額的重要性が乏しいため「その他」に含

めております。 

  なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「無形固定資産除却損」は、１百万円であります。 

４．前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他の資産の増減額」及び「その他の負債

の増減額」と掲記していたものは、当連結会計年度より

「その他」に含めて表示しております。 

  なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「その他の資産の増減額」及び「その他の負債の増減

額」はそれぞれ、35百万円、１百万円であります。 

５．前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・

フローの「その他の支出」及び「その他の収入」と掲記

していたものは、当連結会計年度より「その他」に含め

て表示しております。 

  なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「その他の支出」及び「その他の収入」はそれぞれ、

△276百万円、159百万円であります。 
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

その他投資（出資金）   154百万円 その他投資（出資金）      179百万円

※２．未払消費税等は、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※２．         同左             

※３．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

※３．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

イ）担保に供している資産 イ）担保に供している資産 

建物 2,868百万円

土地 7,236 

計 10,104 

建物      2,629百万円

土地      7,153 

計       9,782 

ロ）上記に対する債務 ロ）上記に対する債務 

短期借入金 2,850百万円

一年内返済予定長期借入金 1,289 

長期借入金 3,726 

計 7,865 

（根抵当権の極度額） （9,143） 

短期借入金      3,390百万円

一年内返済予定長期借入金      1,494 

長期借入金      3,023 

計      7,907 

（根抵当権の極度額） （9,143） 

上記の建物のうち41百万円及び土地のうち366百万

円は取引先の銀行借入金に対する第三者担保提供であ

ります。 

上記の建物のうち88百万円及び土地のうち704百万

円は取引先の銀行借入金に対する第三者担保提供であ

ります。 

４．受取手形割引高 百万円58 ４．受取手形割引高 百万円199

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物      3百万円

機械装置及び運搬具   13 

計   17 

建物及び構築物       17百万円

機械装置及び運搬具  4 

計  21 

※２．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物    8百万円

土地   25 

その他      0 

計 33 

機械装置及び運搬具     0百万円

その他   0 

計  0 

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

無形固定資産 19百万円

その他 5 

計 24 

建物及び構築物 12百万円

機械装置及び運搬具 2      

無形固定資産 1       

その他 2      

計 18 
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前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

────── ※４．減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

 当社グループは、物流事業については地域別に、ま

た、不動産事業及び遊休資産については個別物件ごと

にグルーピングを行っております。 

 当連結会計年度において、物流事業のうち地価が下

落し、収益性が低下した資産グループについて、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（992百

万円）を特別損失に計上しました。その内訳は、建物

208百万円、土地784百万円であります。 

 また、地価の下落した遊休資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額（67百万円）

を特別損失に計上しました。その内訳は、全額土地で

あります。 

 なお、物流事業における資産グループの回収可能価

額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローを3.15％で割り引いて算定しております。遊休

資産の回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、その評価額は不動産鑑定評価額等に基づき算定し

ております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

 埼玉県春日

部市 
物流 

 建物及び 

土地 
634 

 埼玉県南埼

玉郡白岡町
物流 

建物及び 

土地 
 357 

 静岡県袋井

市 
遊休資産 土地  24 

 静岡県菊川

市 
遊休資産 土地  2 

 福島県西白

河郡西郷村
遊休資産 土地  39 

────── ※５．和解金 

   就労中の事故に関し元従業員の遺族に対して支払っ

た和解金であります。 
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前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加20株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  7,546,000  －  －  7,546,000

合計  7,546,000  －  －  7,546,000

自己株式         

普通株式 （注）  84,575  20  －  84,595

合計  84,575  20  －  84,595

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月14日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成19年3月31日 平成19年6月22日 

平成19年11月13日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成19年9月30日 平成19年12月10日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年5月12日 

取締役会 
普通株式  59 利益剰余金  8.00 平成20年3月31日 平成20年6月25日
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当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加169株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  7,546,000  －  －  7,546,000

合計  7,546,000  －  －  7,546,000

自己株式         

普通株式 （注）  84,595  169  －  84,764

合計  84,595  169  －  84,764

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年5月12日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成20年3月31日 平成20年6月25日 

平成20年11月7日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成20年9月30日 平成20年12月10日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年5月11日 

取締役会 
普通株式  59 利益剰余金  8.00 平成21年3月31日 平成21年6月24日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在）

  

現金及び預金勘定 893百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
 △91

現金及び現金同等物  802

現金及び預金勘定    1,098百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
 △156

現金及び現金同等物  941
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

  

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び構築
物 

 1,652  22  1,629

機械装置及び
運搬具 

 1,059  330  728

その他有形固
定資産 

 104  52  52

合計  2,816  406  2,410

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び構築
物 

 1,652  105  1,546

機械装置及び
運搬具 

 751  265  486

その他有形固
定資産 

 72  31  41

合計  2,476  401  2,075

（注）従来、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が、有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりました

が、当連結会計年度より一部のリース物件について

その割合が増したため、一部支払利子抜き法により

算定しております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い一部

について支払利子込み法により算定しております。

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内      百万円237

１年超  2,180

合計  2,418

１年内        百万円192

１年超  1,929

合計  2,121

（注）従来、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しておりましたが、当連結会計年度より一部のリー

ス物件についてその割合が増したため、一部支払利

子抜き法により算定しております。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低い一部について支払利子込み法により算定

しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 百万円210

減価償却費相当額  191

支払利息相当額  28

支払リース料     百万円309

減価償却費相当額  246

支払利息相当額  100

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

(5）利息相当額の算定方法 

 一部のリース物件について、リース料総額とリース

物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 百万円16

１年超  316

合計  332

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

１年内    百万円96

１年超  536

合計  633

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 
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有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について63百万円減損処理を行っております。な

お、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。 

  

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３．時価のない主な有価証券の内容 

 （注） 非上場株式について、前連結会計年度において3百万円の減損処理を行っております。 

  

（有価証券関係）

  種類 

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額（百万円）
取得原価

（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額（百万円）

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1）株式  81  120  38  44  50  5

(2）債券             

① 国債・地方

債等 
 －  －  －  －  －  －

② 社債  －  －  －  －  －  －

③ その他  －  －  －  －  －  －

(3）その他  －  －  －  －  －  －

小計  81  120  38  44  50  5

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1）株式  141  95  △46  142  121  △21

(2）債券             

① 国債・地方

債等 
 －  －  －  －  －  －

② 社債  －  －  －  －  －  －

③ その他  －  －  －  －  －  －

(3）その他  －  －  －  －  －  －

小計  141  95  △46  142  121  △21

合計  223  215  △7  187  171  △15

前連結会計年度 
（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 

（百万円） 
売却損の合計額 

（百万円） 
売却額（百万円）

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

 －  －  －  0  －  0

種類 
前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券     

非上場株式  63  63
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１．取引の状況に関する事項 

  

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

(1）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替

予約取引、金利関連では金利スワップ取引、商品関連で

は原油アベレージスワップ取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動及び商

品（燃料）の価格変動によるリスク回避を目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建債権債務の

為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目

的で、金利関連では借入金利等の将来の金利市場におけ

る利率低下による金利支払額の減少を享受できないリス

クを回避する目的に加え、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で、

また、商品関連では商品（燃料）の価格変動リスクを抑

制し、仕入価格を安定させる目的で利用しております。

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。また、特例処理

の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を

採用しております。 

ヘッジ会計の方法 

同左 

ヘッジ手段とヘッジ方法 

イ．ヘッジ手段－金利スワップ 

  ヘッジ対象－借入金 

ロ．ヘッジ手段－為替予約 

  ヘッジ対象－外貨建債権債務 

ハ．ヘッジ手段－原油アベレージスワップ 

  ヘッジ対象－燃料価格 

ヘッジ手段とヘッジ方法 

同左 

ヘッジ方針 

 将来の為替・金利の変動及び商品（燃料）の価格変

動によるリスク回避のため、原則として実際取引額の

50％以内でヘッジを行っております。 

ヘッジ方針 

同左 

ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、金利

スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを、原油ア

ベレージスワップ取引は原油市況の変動によるリスクを

有しております。 

 なお、取引相手先は信用度の高い国内の銀行であるた

め、信用リスクはほとんどないと認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 
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２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日 

至平成21年３月31日） 

 当社グループは、金利スワップ取引、為替予約取引及び原油アベレージスワップ取引を契約しております

が、ヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況の記載を省略

しております。 

  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 取引権限及び取引限度額等を定めた当社内規に基づ

き、実行・管理されております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

────── 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

────── 
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定拠出年金制度、退職一時金制度を設けております。また、厚生年金基金制度に加入しておりま

す。 

 当社の加入する厚生年金基金（代行部分を含む）は総合設立型であり、自社の拠出に対応する年金資産の額

を合理的に計算することができないため、退職給付に係る会計基準（企業会計審議会 平成10年６月16日）注

解12（複数事業主制度の企業年金について）により、年金基金への要拠出額（従業員拠出額を除く）を退職給

付費用として処理しております。 

 なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

（1） 制度全体の積立状況に関する事項 

  

（2） 制度全体に占める当社グループの給与総額割合 

     （平成19年３月31日現在） 3.45％  

     （平成20年３月31日現在） 4.03％ 

  

（3） 上記は入手可能な直近時点である前々連結会計年度末現在及び前連結会計年度末現在のものを記載して

おります。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注）１．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２．当社において執行役員制度を導入しており、執行役員部分については内規に基づく期末要支給額により計上

しております。 

  

（退職給付関係）

  （平成19年３月31日現在）  （平成20年３月31日現在） 

 年金資産の額 75,000百万円   64,778百万円  

 年金財政計算上の給付債務の額 72,536百万円  76,074百万円  

 差引額 2,464百万円  △11,296百万円  

  
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

(1） 退職給付債務 (百万円）  △223    △237   

(2） 未認識数理計算上の差異 (百万円）  0    4   

(3） 退職給付引当金 (百万円）  △222    △233   
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３．退職給付費用に関する事項 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（追加情報） 

 前連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号 平成

19年５月15日）を適用しております。 

  

  
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日）

(1） 勤務費用 (百万円）  22    25   

(2） 利息費用 (百万円）  4    4   

(3） 数理計算上の差異の費用処理額 (百万円）  0    0   

(4） 退職給付費用 (百万円）  26    29   

(5） 確定拠出年金への掛金支払額 (百万円)  21    22   

(6） 厚生年金基金への掛金支払額 (百万円)  83    96   

(7） 計 (百万円）  131    148   

  前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2）割引率（％）  2.0 2.0 

(3）数理計算上の差異の処理年数（年） ３ 

（各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理

することとしておりま

す。） 

３ 

同左 
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  該当事項はありません。 

  

  

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

退職給付引当金 百万円87

賞与引当金  39

一括償却資産限度超過額  2

減損損失  27

減価償却超過額  6

会員権評価損  5

未払事業税  26

未払社会保険料  4

投資有価証券評価損  60

繰延ヘッジ損益  18

その他  47

繰延税金資産小計  326

評価性引当額  △83

繰延税金資産合計  243

繰延税金負債   

繰延ヘッジ損益  △34

その他  △0

繰延税金負債合計  △34

繰延税金資産の純額  208

繰延税金資産   

退職給付引当金    百万円91

賞与引当金  39

減損損失  440

減価償却超過額  10

会員権評価損  5

未払事業税  8

投資有価証券評価損  62

その他  84

繰延税金資産小計  742

評価性引当額  △418

繰延税金資産合計  324

繰延税金負債   

その他  △0

繰延税金負債合計  △0

繰延税金資産の純額  324

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 百万円72

固定資産－繰延税金資産  136

流動資産－繰延税金資産    百万円67

固定資産－繰延税金資産  256

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％39.0

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 1.9

法人住民税均等割  1.9

繰延税金資産に係る評価性引当  4.3

その他  △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率  46.9

当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上して

いるため、記載しておりません。  
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前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．主な事業区分は次のとおりであります。 

(1）物流事業  一般貨物自動車運送事業・貨物運送取扱事業・倉庫事業 

(2）その他事業 不動産業 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
物流事業 

（百万円） 
その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 営業収益及び営業利益           

営業収益           

(1) 外部顧客に対する営業収益  18,740  254  18,995  －  18,995

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 －  －  － (－)  －

計  18,740  254  18,995 (－)  18,995

営業費用  17,181  164  17,346  461  17,807

営業利益  1,558  90  1,649 (461)  1,187

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産  16,996  2,260  19,256  4,147  23,404

減価償却費  577  15  592  13  606

資本的支出  785  1  787  1,675  2,462

  
物流事業 

（百万円） 
その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 営業収益及び営業利益           

営業収益           

(1) 外部顧客に対する営業収益  18,305  211  18,516  －  18,516

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 －  －  － (－)  －

計  18,305  211  18,516 (－)  18,516

営業費用  17,001  115  17,117  485  17,603

営業利益  1,303  95  1,398 (485)  913

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
          

資産  15,851  2,144  17,996  4,026  22,022

減価償却費  572  14  587  16  603

減損損失  992  26  1,018  40  1,059

資本的支出  614  －  614  56  670
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３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

４．会計方針の変更 

（前連結会計年度） 

有形固定資産の減価償却の方法の変更 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（２）①「会計方針の変更」に記載のとおり、

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、営業費用は「物流事業」で13百万円、「消去又は全社」で０百万円

それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

５．追加情報 

（前連結会計年度） 

有形固定資産の減価償却の方法 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（２）①「追加情報」に記載のとおり、当社及

び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業費用は「物流事業」で11百万

円、「その他事業」で０百万円、「消去又は全社」で０百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減

少しております。 

  

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日 至

平成21年３月31日） 

 本邦の営業収益及び資産の金額は、全セグメントの営業収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日 至

平成21年３月31日） 

 海外営業収益は、いずれも連結営業収益の10％未満のため記載を省略しております。 

  

  
前連結会計年度 

（百万円） 
当連結会計年度 

（百万円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額 

 461  485
提出会社の総務・経理部門等の管理

部門に係る費用 

消去又は全社の項目に

含めた全社資産の金額 
 4,147  4,026

提出会社における現金及び有価証

券、投資有価証券及び管理部門に係

る資産等 

【所在地別セグメント情報】

【海外営業収益】
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前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

（1）親会社及び法人主要株主等 

（2）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税は含まれておりません。 

２．他社より入手した見積りと比較の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．近隣の地代を参考にした価格によっております。 

４．当社取締役豊田慶造の近親者が100.0％を直接所有しております。 

５．保険会社の料率に準じて決定しております。 

６．当社取締役豊田慶造及びその近親者が100.0％を直接所有する会社の子会社であります。 

７．価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

８．当社執行役員豊田重雄及びその近親者が82.8％を直接所有しております。  

  

【関連当事者情報】

属性 会社等の名
称 住所 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)
役員の
兼任等
（人）

事業上の関
係 

親会社 ㈱住友倉庫 
大阪市 

西区 
 21,822 倉庫業 

(被所有) 

直接 60.7
－ 倉庫の賃借

賃借料の支

払（注）2 
 48

その他流動

資産 
14

未経過リー

ス料期末残

高相当額 

 1,712 － －

支払利息相

当額 
 29 － －

属性 会社等の名
称 住所 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)
役員の
兼任等
（人）

事業上の関
係 

役員及びそ

の近親者 

豊田 令子 

（当社執行

役員豊田重

雄の母） 

－  － － 
(被所有) 

直接  0.0
 － － 

賃借料の支

払(注)3 
 4 － －

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む） 

㈱袋井保険

サービス

(注)4 

静岡県

袋井市 
 10

保険代理

業 

(被所有) 

直接  0.2
－ － 

保険料の支

払(注)5 
 101 － －

中津運送㈲

(注)6 

大分県

中津市 
 25 運送業 － － 

陸上運送及

び倉庫業務

の委託 

運送料の支

払(注)7 
 123

営業未払金 29
倉庫料の支

払(注)7 
 94

豊田建材㈱

(注)8 

静岡県

袋井市 
 40

建築材料

及び日用

品の販売

(被所有) 

直接  0.0
 － 倉庫の賃借

賃借料の支

払(注)3 
 1 － －
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当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用しておりま

す。 

 この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引が開示対象に追

加されております。 

  

１．関連当事者との取引 

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

    ①連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

    ②連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

 （注）１．取引金額には消費税は含まれておりません。 

２．他社より入手した見積りと比較の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．当社取締役豊田慶造の近親者が100.0％を直接所有しております。 

４．保険会社の料率に準じて決定しております。 

５．当社取締役豊田慶造及びその近親者が100.0％を直接所有する会社の子会社であります。 

６．価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

    連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

 （注）１．取引金額には消費税は含まれておりません。 

２．当社取締役豊田慶造の近親者が100.0％を直接所有しております。 

３．保険会社の料率に準じて決定しております。 

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

親会社情報  

株式会社住友倉庫（東京証券取引所、大阪証券取引所に上場） 

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

親会社 ㈱住友倉庫 大阪市
西区  21,822 倉庫業 

(被所有) 

直接 60.7 倉庫の賃貸

支払リース料
（注）2  172

その他流動
資産 15

未経過リース
料期末残高相
当額 

 1,664 － －

支払利息相当
額  104 － －

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係  取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当該
会社等の子
会社を含
む） 

㈱袋井保険
サービス
(注)3 

静岡県
袋井市  10 保険代理業

(被所有) 
直接  0.2 

保険契約の
委託 

保険料の支払
(注)4  93 － －

中津運送㈲
(注)5 

大分県
中津市  25 運送業  － 

陸上運送及
び倉庫業務
の委託 

運送料の支払
(注)6  115

営業未払金  15
倉庫料の支払
(注)6   78

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係  取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当該
会社等の子
会社を含
む） 

㈱袋井保険
サービス
(注)2 

静岡県
袋井市  10 保険代理業

(被所有) 
直接  0.2 

保険契約の
委託 

保険料の支払
(注)3  10 － －
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 （注） １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

   該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,378円64銭

１株当たり当期純利益 70円05銭

１株当たり純資産額     1,267円36銭

１株当たり当期純損失   △82円46銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）  522  △615

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
 522  △615

期中平均株式数（株）  7,461,412  7,461,287

（重要な後発事象）
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 該当事項はありません。 

  

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

  

  当連結会計年度における四半期情報 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

【借入金等明細表】

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金  3,308  3,903  1.1  －

１年以内に返済予定の長期借入金  1,381  1,649  1.5  －

１年以内に返済予定のリース債務  －  －  －  －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  5,052  4,293  1.5 平成22～31年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  －  －  －  －

その他有利子負債  －  －   －  －

合計  9,741  9,846  －  －

  
１年超２年以内 

（百万円） 
２年超３年以内 

（百万円） 
３年超４年以内 

（百万円） 
４年超５年以内 

（百万円） 

長期借入金  1,220  712  548  517

（２）【その他】

  

第１四半期 

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

第２四半期 

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

第３四半期 

自平成20年10月１日 

至平成20年12月31日 

第４四半期 

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

営業収益（百万円）    4,834  4,931       4,798  3,951

税金等調整前四半期純利益

金額又は税金等調整前四半

期純損失金額（百万円） 

 131  183  246  △899

四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（百万円）  
 69  95  120  △901

１株当たり四半期純利益金

額又は１株当たり四半期純

損失金額（円）  

 9.33  12.79  16.18  △120.76
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 484 534

受取手形 231 188

売掛金 ※2  2,125 ※2  1,737

販売用不動産 277 202

貯蔵品 11 10

前払費用 ※2  129 ※2  122

繰延税金資産 60 57

その他 ※2  71 ※2  45

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 3,392 2,898

固定資産   

有形固定資産   

建物 8,982 8,806

減価償却累計額 △4,122 △4,376

建物（純額） ※1  4,860 ※1  4,429

構築物 998 1,005

減価償却累計額 △768 △794

構築物（純額） 229 210

機械及び装置 25 21

減価償却累計額 △17 △16

機械及び装置（純額） 7 5

車両運搬具 1,938 1,825

減価償却累計額 △1,728 △1,670

車両運搬具（純額） 210 154

工具、器具及び備品 239 227

減価償却累計額 △187 △173

工具、器具及び備品（純額） 51 53

土地 ※1  11,203 ※1  10,712

建設仮勘定 22 30

有形固定資産合計 16,585 15,597

無形固定資産   

借地権 103 103

電話加入権 23 23

ソフトウエア 127 106

ソフトウエア仮勘定 － 4

施設利用権 1 3

無形固定資産合計 255 240
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 279 229

関係会社株式 159 214

出資金 4 4

長期貸付金 157 137

従業員に対する長期貸付金 2 1

長期前払費用 2 1

繰延税金資産 111 236

敷金及び保証金 350 419

保険積立金 368 399

その他 196 54

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,633 1,701

固定資産合計 18,474 17,539

資産合計 21,867 20,438

負債の部   

流動負債   

支払手形 17 16

営業未払金 ※2  1,484 ※2  986

短期借入金 ※1  3,100 ※1  3,670

1年内返済予定の長期借入金 ※1  1,324 ※1  1,599

未払金 22 133

未払費用 123 122

未払法人税等 304 56

未払消費税等 32 56

預り金 7 13

前受収益 28 26

賞与引当金 81 81

設備関係支払手形 16 17

その他 17 54

流動負債合計 6,560 6,836

固定負債   

長期借入金 ※1  4,867 ※1  4,059

長期未払金 99 86

退職給付引当金 207 217

長期預り保証金 169 164

固定負債合計 5,343 4,528

負債合計 11,904 11,364
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,284 1,284

資本剰余金   

資本準備金 1,070 1,070

その他資本剰余金 15 15

資本剰余金合計 1,086 1,086

利益剰余金   

利益準備金 90 90

その他利益剰余金   

別途積立金 6,798 6,798

繰越利益剰余金 711 △97

利益剰余金合計 7,601 6,792

自己株式 △59 △59

株主資本合計 9,913 9,103

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △4 △7

繰延ヘッジ損益 53 △23

評価・換算差額等合計 49 △30

純資産合計 9,962 9,073

負債純資産合計 21,867 20,438
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

営業収益   

運送収入 10,539 9,903

倉庫収入 5,141 4,721

不動産収入 254 211

営業収益合計 ※1  15,935 ※1  14,835

営業原価 ※2  14,455 ※2  13,595

営業総利益 1,479 1,239

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 3 1

役員報酬 113 128

給料及び手当 81 108

賞与引当金繰入額 2 3

退職給付費用 4 7

役員退職慰労引当金繰入額 3 －

福利厚生費 18 23

事業税 20 19

租税公課 28 4

賃借料 11 10

光熱費及び消耗品費 8 7

保険料 22 24

減価償却費 13 16

支払手数料 60 39

顧問料 24 34

その他 41 57

販売費及び一般管理費合計 ※2  461 ※2  485

営業利益 1,017 753

営業外収益   

受取利息 4 4

受取配当金 ※1  8 ※1  8

保険解約返戻金 － 28

その他 30 32

営業外収益合計 43 73

営業外費用   

支払利息 101 126

その他 8 8

営業外費用合計 109 135

経常利益 952 692

特別利益   

固定資産売却益 ※3  15 ※3  20

特別利益合計 15 20
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

固定資産除却損 ※4  24 ※4  18

固定資産売却損 ※5  33 ※5  0

投資有価証券評価損 3 63

会員権処分損 11 －

賃料改定差額 27 －

たな卸資産評価損 － 16

減損損失 － ※6  1,059

和解金 － ※7  67

特別損失合計 100 1,224

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 867 △511

法人税、住民税及び事業税 400 247

法人税等調整額 31 △70

法人税等合計 431 177

当期純利益又は当期純損失（△） 435 △689
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【営業原価明細書】

    
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 不動産原価           

不動産原価    101    58   

不動産原価合計    101  0.7  58  0.4

Ⅱ 人件費           

１．賃金給料    2,539    2,630   

２．賞与    148    156   

３．賞与引当金繰入額    79    78   

４．退職給付費用 ※1  124    128   

５．福利厚生費 ※1  367    373   

人件費合計    3,258  22.5  3,367  24.8

Ⅲ 経費           

１．傭車料    5,918    5,295   

２．外注費    1,170    809   

３．燃料油脂費    569    578   

４．車輌修繕費    128    116   

５．道路使用料    268    253   

６．光熱費及び消耗品費    260    237   

７．地代家賃    1,231    1,319   

８．賃借料    267    343   

９．租税公課    157    163   

10．保険料    110    102   

11．旅費交通費    24    23   

12．減価償却費    523    492   

13．その他    465    434   

経費合計    11,095  76.8  10,170  74.8

営業原価    14,455  100.0  13,595  100.0
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,284 1,284

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,284 1,284

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,070 1,070

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,070 1,070

その他資本剰余金   

前期末残高 15 15

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15 15

資本剰余金合計   

前期末残高 1,086 1,086

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,086 1,086

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 90 90

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 90 90

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 6,798 6,798

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,798 6,798

繰越利益剰余金   

前期末残高 395 711

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

当期純利益又は当期純損失（△） 435 △689

当期変動額合計 316 △808

当期末残高 711 △97

利益剰余金合計   

前期末残高 7,285 7,601

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 435 △689

当期変動額合計 316 △808

当期末残高 7,601 6,792

自己株式   

前期末残高 △59 △59

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △59 △59

株主資本合計   

前期末残高 9,596 9,913

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

当期純利益又は当期純損失（△） 435 △689

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 316 △809

当期末残高 9,913 9,103

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 53 △4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △57 △2

当期変動額合計 △57 △2

当期末残高 △4 △7

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 2 53

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 51 △76

当期変動額合計 51 △76

当期末残高 53 △23

評価・換算差額等合計   

前期末残高 55 49

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 △79

当期変動額合計 △6 △79

当期末残高 49 △30

純資産合計   

前期末残高 9,652 9,962

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

当期純利益又は当期純損失（△） 435 △689

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 △79

当期変動額合計 309 △888

当期末残高 9,962 9,073
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【重要な会計方針】

項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

販売用不動産 － 個別法による原価法 

貯蔵品 － 移動平均法による原価法 

販売用不動産 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）  

貯蔵品 

 移動平均法による原価法 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。 

 これにより、税引前当期純損失は、16百

万円増加しております。  

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く。）は定額

法、その他の有形固定資産については定

率法によっております。 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 建物（建物附属設備を除く。）は定額

法、その他の有形固定資産については定

率法によっております。 

  （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。 

 これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ７百万円減

少しております。 

  

  （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５％に

到達した事業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ12百万円減

少しております。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。なおソフ

トウエア（自社利用）については、社内

における見込利用可能期間（５年以内）

に基づく定額法によっております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員及び執行役員の退職給付に備え

るため、当事業年度末における退職給付

債務の見込額（執行役員部分について

は、内規に基づく当事業年度末要支給

額）に基づき計上しております。なお、

数理計算上の差異については、各事業年

度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（３年）による

定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理することと

しております。 

(3）退職給付引当 

同左 

  (4）役員退職慰労引当金  (4）役員退職慰労引当金 

（追加情報） 

 従来、役員退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく事業年度末要支給額

を計上しておりましたが、平成19年６月

21日開催の定時株主総会の日をもって役

員退職慰労金制度を廃止し打ち切り支給

することを決議したため、役員退職慰労

引当金は、退任時まで固定負債「長期未

払金」として計上しております。 

────── 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

────── 
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項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、金利スワップについて特例処理の

条件を充たしている場合には特例処理を

採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針

 主として当社内規に基づき、金利変動

リスク及び燃料価格変動リスクをヘッジ

しております。当期にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のと

おりであります。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針

同左 

  イ．ヘッジ手段 － 金利スワップ 

ヘッジ対象 － 借入金 

  

  ロ．ヘッジ手段 － 原油アベレージス

ワップ 

ヘッジ対象 － 燃料価格 

  

  (3）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、その変動額の比率によって

有効性を評価しております。ただし、特

例処理によっている金利スワップについ

ては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 
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【会計方針の変更】

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

────── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用してお

ります。 

 これによる損益への影響はありません。  

【表示方法の変更】

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

（損益計算書） 

 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に含

めて表示しておりました「顧問料」は、販売費及び一般管

理費の総額の100分の５を超えたため、区分掲記しまし

た。 

 なお、前事業年度における「顧問料」は21百万円であり

ます。 

────── 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

※１．担保に提供している資産及びこれに対する債務は次

のとおりであります。 

※１．担保に提供している資産及びこれに対する債務は次

のとおりであります。 

イ）担保に供している資産 イ）担保に供している資産 

建物 2,539百万円

土地 7,124 

計 9,664 

建物      2,313百万円

土地      7,042 

計      9,355 

ロ）上記に対する債務 ロ）上記に対する債務 

短期借入金 2,850百万円

一年内返済予定長期借入金 1,234 

長期借入金 3,542 

計 7,627 

（根抵当権の極度額） ( 8,643) 

短期借入金      3,320百万円

一年内返済予定長期借入金      1,444 

長期借入金      2,889 

計      7,653 

（根抵当権の極度額）  （8,643) 

 上記の建物のうち41百万円及び土地のうち366百万

円は取引先の銀行借入金に対する第三者担保提供であ

ります。 

 上記の建物のうち88百万円及び土地のうち704百万

円は取引先の銀行借入金に対する第三者担保提供であ

ります。 

※２．関係会社に対する主な資産・負債 

 区分掲記した以外で各科目に含まれているものは次

のとおりであります。 

※２．関係会社に対する主な資産・負債 

 区分掲記した以外で各科目に含まれているものは次

のとおりであります。 

流動資産  

  売掛金 

 

5百万円

  前払費用 14 

  その他 9 

流動負債  

  営業未払金 

  

70 

流動資産  

  売掛金 

 

7百万円

  前払費用  15 

  その他  4 

流動負債  

  営業未払金 

  

45 

３．受取手形割引高 百万円40 ３．受取手形割引高 百万円199

－　68　－



  

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

※１．関係会社との取引に関するものが次のとおり含まれ

ております。 

※１．関係会社との取引に関するものが次のとおり含まれ

ております。 

営業収益 61百万円

受取配当金 4 

営業収益 69百万円

受取配当金  4 

※２．関係会社との取引に関するものが次のとおり含まれ

ております。 

※２．関係会社との取引に関するものが次のとおり含まれ

ております。 

営業原価 780百万円

販売費及び一般管理費 16 

営業原価   763百万円

販売費及び一般管理費  22 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

建物 3百万円

車両運搬具 11 

計  15 

建物  16百万円

車両運搬具  3 

計  20 

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

工具、器具及び備品 3百万円

借地権 19 

その他 1 

計 24 

建物  12百万円

工具、器具及び備品  2 

車輌運搬具  1 

ソフトウェア  1 

その他  0 

計 18 

※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 8百万円

土地 25 

その他 0 

計 33 

車輌運搬具 0百万円

その他  0 

       計  0 

    

－　69　－



  

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

────── ※６．減損損失 

   当事業年度において、以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

 当社は、物流事業については地域別に、また、不動

産事業及び遊休資産については個別物件ごとにグルー

ピングを行っております。 

 当事業年度において、物流事業のうち地価が下落

し、収益性が低下した資産グループについて、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（992百万

円）を特別損失に計上しました。その内訳は、建物

208百万円、土地784百万円であります。 

 また、地価の下落した遊休資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額（67百万円）

を特別損失に計上しました。その内訳は、全額土地で

あります。 

 なお、物流事業における資産グループの回収可能価

額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローを3.15％で割り引いて算定しております。遊休

資産の回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、その評価額は不動産鑑定評価額等に基づき算定し

ております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

 埼玉県春日

部市 
物流 

 建物及び 

土地 
634 

 埼玉県南埼

玉郡白岡町
物流 

建物及び 

土地 
 357 

 静岡県袋井

市 
遊休資産 土地  24 

 静岡県菊川

市 
遊休資産 土地  2 

 福島県西白

河郡西郷村
遊休資産 土地  39 

────── ※７．和解金 

   就労中の事故に関し元従業員の遺族に対して支払っ

た和解金であります。 
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前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加20株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加169株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 （注）  84,575  20  －  84,595

合計  84,575  20  －  84,595

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 （注）  84,595  169  －  84,764

合計  84,595  169  －  84,764
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

  

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物  1,471  20  1,451

構築物  329  16  313

機械及び装置  118  1  116

車両運搬具  618  108  509

工具、器具及
び備品 

 87  40  46

合計  2,625  188  2,437

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物  1,471  94  1,377

構築物  317  20  297

機械及び装置  118  7  110

車両運搬具  488  177  310

工具、器具及
び備品 

 61  22  38

合計  2,457  322  2,135

（注）従来、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が、有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりました

が、当事業年度より一部のリース物件についてその

割合が増したため、一部支払利子抜き法により算定

しております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い一部

について支払利子込み法により算定しております。

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内    百万円198

１年超 百万円2,246

合計 百万円2,444

１年内       百万円169

１年超      百万円2,007

合計      百万円2,176

（注）従来、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が、有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しておりましたが、当事業年度より一部の

リース物件についてその割合が増したため、一部

支払利子抜き法により算定しております。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低い一部について支払利子込み法によ

り算定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 百万円143

減価償却費相当額 百万円126

支払利息相当額 百万円25

支払リース料     百万円260

減価償却費相当額     百万円204

支払利息相当額    百万円89

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 一部のリース物件について、リース料総額とリース

物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法 

同左 
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前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 百万円16

１年超  316

合計  332

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

１年内    百万円96

１年超  536

合計  633

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 
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 前事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

（有価証券関係）

（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

退職給付引当金 百万円80

賞与引当金  31

一括償却資産限度超過額  2

減損損失  27

減価償却超過額  6

会員権評価損  5

未払事業税  23

未払社会保険料  3

投資有価証券評価損  60

その他  47

繰延税金資産小計  290

評価性引当額  △83

繰延税金資産合計  207

繰延税金負債   

繰延ヘッジ損益  △34

その他  △0

繰延税金負債合計  △34

繰延税金資産の純額  172

繰延税金資産   

退職給付引当金    百万円84

賞与引当金  31

減損損失  440

減価償却超過額  10

会員権評価損  5

未払事業税  6

投資有価証券評価損  62

その他  70

繰延税金資産小計  712

評価性引当額  △418

繰延税金資産合計  294

繰延税金負債   

その他  △0

繰延税金負債合計  △0

繰延税金資産の純額  294

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％ 39.0

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 2.1

法人住民税均等割  2.2

繰延税金資産に係る評価性引当  5.2

その他  1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率  49.8

当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため、

記載しておりません。  
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 （注） １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

   該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,335円16銭

１株当たり当期純利益 58円40銭

１株当たり純資産額  1,216円09銭

１株当たり当期純損失   △92円41銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在していないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
 435  △689

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
 －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△） 

（百万円） 

 435  △689

期中平均株式数（株）  7,461,412  7,461,287

（重要な後発事象）
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【株式】 

  

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

(株)アクタス  77,000  60

ユニ・チャーム(株)  4,639  27

(株)サンエー化研  59,000  17

スズキ(株)  10,000  16

日東工業(株)  20,535  15

ホクト(株)  9,000  15

文化シヤッター(株)  27,555  10

(株)静岡銀行  10,000  8

東部ネットワーク(株)  15,000  7

丸紅(株)  25,000  7

その他１６銘柄  174,843  42

計  432,573  229
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 （注）１.当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 （注）２.「当期減少額」欄の（ ）は内書きで、減損損失の計上額であります。 

  

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物  8,982  92
 

(208)

268
 8,806  4,376  295  4,429

構築物  998  22  15  1,005  794  40  210

機械及び装置  25  －  3  21  16  2  5

車両運搬具  1,938  44  157  1,825  1,670  94  154

工具、器具及び備品  239  22  35  227  173  18  53

土地  11,203  360
 

(851)

851
 10,712  －  －  10,712

建設仮勘定  22  7  －  30  －  －  30

有形固定資産計  23,410  550
 

(1,059)

1,331
 22,629  7,032  451  15,597

無形固定資産               

借地権  103  －  －  103  －  －  103

電話加入権  23  －  －  23  －  －  23

ソフトウエア  400  37  2  435  329  57  106

ソフトウエア仮勘定  －  13  9  4  －  －  4

施設利用権  3  2  －  6  3  0  3

無形固定資産計  531  53  11  573  332  57  240

長期前払費用  2  0  0  2  0  0  1

繰延資産  －  －  －  －  －  －  －

 建物 倉庫（静岡県富士市） 59百万円 

 土地  倉庫用地取得（静岡県富士市）  338百万円 

【引当金明細表】

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金  0  0  0  0  0

賞与引当金  81  81  81  －  81
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① 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

  

（２）【主な資産及び負債の内容】

内訳 金額（百万円） 

現金 ２ 

預金   

（当座預金） ２０４ 

（普通預金） ７  

（定期預金）  ３１８ 

（別段預金）  ２ 

合計  ５３４ 

相手先 金額（百万円） 

積水テクノ成型株式会社 ３４ 

凸版物流株式会社  ３２ 

オカモト通商株式会社  ３２ 

東邦樹脂工業株式会社  １６ 

高砂香料工業株式会社  １５ 

その他  ５６ 

合計  １８８ 

期日別 金額（百万円） 

平成21年４月  ５ 

５月   １９ 

６月  ９７ 

７月  ６４ 

８月  １ 

合計  １８８ 
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ハ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

ニ 販売用不動産 

地域別内訳 

ホ 貯蔵品 

  

相手先 金額（百万円） 

三洋電機ロジスティクス株式会社  １９９ 

ＳＴ物流サービス株式会社  １４１ 

トーセロ・ロジスティクス株式会社  ８２ 

株式会社アクタス ８０ 

シノムラ化学株式会社  ５８ 

その他 １，１７５ 

合計  １，７３７ 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

 365

 2,125  15,545  15,932  1,737  90.2  45.4

内訳 金額（百万円） 

販売用土地 ２０２ 

合計  ２０２ 

内訳 面積（㎡） 金額（百万円） 

中部地区  12,151.94  ２０２ 

合計 12,151.94  ２０２ 

品目 金額（百万円） 

軽油  ４ 

社服  ５ 

その他  ０ 

合計  １０ 
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② 負債の部 

イ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

ロ 営業未払金 

 （注） 株式会社静岡銀行に対する営業未払金は、仕入先が当社に対する債権を、一括ファクタリングシステムにより

同行に債権譲渡したものです。 

  

相手先 金額（百万円） 

新村化成工業株式会社  １ 

日本紙工業株式会社  １ 

日通商事株式会社  １ 

株式会社タイヤショップシバタ  １ 

有限会社室岡タイヤ商会  １ 

その他  ９ 

合計  １６ 

期日別 金額（百万円） 

平成21年４月  ３ 

５月  ５ 

６月  ４ 

７月  ３ 

合計  １６ 

相手先 金額（百万円） 

株式会社静岡銀行  １６７ 

遠州トラック関西株式会社  ２８ 

有限会社ランアンドランスズキ  ２２ 

優伸運輸株式会社  ２１ 

株式会社加勢   １８ 

その他  ７２７ 

合計  ９８６ 
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ハ 短期借入金 

ニ 一年内返済予定長期借入金 

ホ 長期借入金 

  

 該当事項はありません。 

  

相手先 金額（百万円） 

株式会社商工組合中央金庫  １，５７５ 

株式会社静岡銀行  １，０４５ 

株式会社三井住友銀行  ５００ 

信金中央金庫  ３５０ 

株式会社みずほ銀行  ２００ 

合計  ３，６７０ 

相手先 金額（百万円） 

株式会社三井住友銀行  ６７１ 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  ２７３ 

株式会社商工組合中央金庫  １８６ 

株式会社静岡銀行  １７９ 

静岡県信用農業協同組合連合会  １７８ 

株式会社みずほ銀行 ６０ 

株式会社りそな銀行  ５０ 

合計  １，５９９ 

相手先 金額（百万円） 

株式会社三井住友銀行 １，６０７ 

株式会社商工組合中央金庫  ９５２ 

株式会社静岡銀行   ８０２ 

静岡県信用農業協同組合連合会  ３４５ 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  ２０９ 

株式会社みずほ銀行  ９７ 

株式会社りそな銀行  ４５ 

合計 ４，０５９ 

（３）【その他】
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 （注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の

規定による請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当

てを受ける権利以外の権利を有しておりません。 

２．「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平

成16年法律第88号）が平成21年１月５日に施行されたことに伴い、同日を効力発生日とする株式取扱規程の

改定を行いました。これにより、従来記載事項のうち該当しなくなった事項については削除しております。

  

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

剰余金の配当の基準日 

９月３０日 

３月３１日 

その他必要がある場合は、あらかじめ公告して定めた日  

１単元の株式数 １００株 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
（特別口座）  

大阪市中央区北浜四丁目５番33号  住友信託銀行株式会社 証券代行部 

    

株主名簿管理人 
（特別口座）  

大阪市中央区北浜四丁目５番33号  住友信託銀行株式会社 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公

告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。 

公告掲載ＵＲＬ 

http://www.enshu-truck.co.jp/ 

株主に対する特典  

株主優待制度 

・毎年３月31日現在当社株式を1,000株以上所有の株主の皆様に対し、静岡

県袋井市において毎年８月に開催される「ふくろい遠州の花火」の指定席入

場券、または郷土の産品「クラウンマスクメロン」を贈呈いたします。 

・ただし、「ふくろい遠州の花火」大会があらかじめ中止となった場合は、

2,000株以上所有の株主様には自動的に郷土の産品「クラウンマスクメロ

ン」を下記の所定数量贈呈いたします。  

ご所有株
式数 

選択 
区分 

ご優待品 数量 

1,000株 
～1,999株 

  郷土の産品「クラウンマスクメロン」 ２個 

2,000株 
～4,999株 

① 「ふくろい遠州の花火」指定席入場券 ２枚 

② 郷土の産品「クラウンマスクメロン」 ３個 

5,000株 
以上 

① 「ふくろい遠州の花火」指定席入場券 ４枚 

② 郷土の産品「クラウンマスクメロン」 ４個 

◎毎年６月に株主様のご希望をおたずねします。 

◎「ふくろい遠州の花火」指定席入場券は８月開催日までにご送付いたします。 

◎郷土の産品「クラウンマスクメロン」は順次現品をご送付いたします。 
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 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第43期）（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）平成20年６月25日東海財務局長に提出 

  

(2）四半期報告書及び確認書 

 （第44期第１四半期）（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）平成20年８月12日東海財務局長に提出

 （第44期第２四半期）（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）平成20年11月12日東海財務局長に提出

 （第44期第３四半期）（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）平成21年２月12日東海財務局長に提出

  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書 

  平成20年６月25日 

遠州トラック株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 後藤 研了  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 前田  徹  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる遠州トラック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、遠州

トラック株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

  平成21年６月24日 

遠州トラック株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 後藤 研了  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 前田  徹  印 

＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる遠州トラック株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい
て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す
る意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、遠州
トラック株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成
績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、遠州トラック株式会社の平成
21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告
書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること
にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性
がある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、遠州トラック株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は重要な欠陥があるため有効
でないと表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価
の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。 
  
追記情報 
 内部統制報告書に統制環境に関する重要な欠陥が記載されているが、財務諸表監査において、当該重要な欠陥の影響を
考慮して実施すべき監査手続、実施の時期及び範囲を決定しているため、財務諸表の意見に及ぼす影響はない。 
  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）１．上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は
有価証券報告書提出会社が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

独立監査人の監査報告書 

  平成20年６月25日 

遠州トラック株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 後藤 研了  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 前田  徹  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる遠州トラック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第43期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、遠州トラ

ック株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

独立監査人の監査報告書 

  平成21年６月24日 

遠州トラック株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 後藤 研了  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 前田  徹  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる遠州トラック株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第44期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、遠州トラ

ック株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




